懲戒申立却下に対する不服申し立て事件(２００８年第１号)

申立人　横浜教区　　司祭　ヨハネ　　　　　鎌田雄輝

　　　　東京教区　　信徒　ルツ　　　　　　大谷英子

　　　　北海道教区　信徒　オーガスチン　　牧野時夫

代理人　鎌田雄輝
申立第４号　（第１号とは申立人及び代理人が異なる）
被申立人　京都教区　司祭（退職）　モーセ　原田文雄
上記の当事者に関する２００８年第四号事件につき、次の通り審判する
【主文】

１．京都教区が２００８年９月２４日になした本件懲戒請求を却下するとの
審判を取り消す。

２．本件懲戒精求を京都教区審判廷に差し戻す。

【事実と判断】

　　（事実の部分は１頁から２１頁ありますが省略いたします。）

糾す会のHPの申立書を参考にして下さい(糾す会)
【判断】

（１）日本聖公会京都教区審判廷が２００８年７月３１日付けで申し立て書記載事項に不備な点があり、審判廷規則第５章１６条４項を満たしていないと判断し、同年９月１５日の期限を設け申立書記載事項補正命令書を申立人に送付した内容について、申立ての主旨、申立の事由である事実、証拠方法について明確化の整理を補正させる命令が意味あるものとして一定の理解はできる。

（２）申立人等が再提出した補正命令による修正を加えた審判申立書について、当管区小審判廷は申立の趣旨、理由の存在を確認し、被申立人への終身停職の懲戒を求めることを示唆し、一方京都教区審判廷は申立人等による再度の審判申立書を補正命令書で求められている「いつ」、「どこで」、「だれが」、「だれに」、「何をしたか」という事実が明記されていないとして、補正されたものとして受理せず、日本聖公会法規第２００条の懲戒事由を構成する事実が明らかにされていないという判断をなし、懲戒を受けるべき行為の特定が不可能との理由で本件懲戒申立てを却下したものである。しかし懲戒を受けるべき行為の特定自体は申立人等が主張するように、民事裁判において明白であり、裁判所において攻撃防御を尽くして応分の判断が下された事案においては、審判廷においても、最終的な司法判断を、特段の事由がない限り尊重すべきものと判断せざるを得ない。その判断から申立人等の主張する補正命令に従っていないというのは不当な評価であることが伺える。
（３）以上のような観点から判断すれば京都教区審判廷が下した却下の理由に正当性を認めるのは困難である。上記の理解から、本件における最高裁判所によって支持された大阪高等裁判所の民事判決の事実認定は首肯できるものであり、被申立人に対する懲戒の是非については京都教区審判廷は審議を尽くすべきであったと判断せざるを得ない。

（４）申立人等によって２００８年１０月６日付で管区審判廷に不服申立書を提出された不服申立ての趣旨として原審判の却下については法規上の根拠がなく、不法かつ不当であると考えた。「却下を取り消して、差し戻し審判を行うよう求めます」と述べている　　　　ところに従い、当審判廷は申立てを次項目、「理由」にあるように判断した。             

【理由】

日本聖公会は国家と宗教の分離の原則からして、当然に日本の裁判所の司法判断にすべて服さなければならないといういわれはないが、本件のごとく関係当事者が、裁判所において攻撃防御を尽くして応分の判断が下された事案においては特段の事由がないかぎり、審判廷も最終的な司法判断を尊重すべきものと判断する。さすれば、審判廷規則第３８条に明定されている本件の弁論の全趣旨及び証拠に基づけば、最高裁判所によって支持された大阪高等裁判所の民事判決の事実認定はその大要において、首肯することができ、つまる所、司祭原田文雄を司法判断に準拠した懲戒にするだけの非行の事実はゆうに認定することができる。それにもかかわらず、審理不尽のまま手続き的に審判を終結させた京都教区の審判廷の判断は破棄差し戻しされることが相当である。

以上の理由から日本聖公会審判廷規則第５３条第１項に従い、審判員全員一致の意見で主文のとうり審判する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年３月３日
日本聖公会管区審判廷第一小審判廷

　　　　　　　審判長　主教　アンデレ　　中村　豊

　　　　　　　審判員　司祭　フランシス　堀尾　憲考

　　　　　　　審判員　司祭　サムエル　　輿石　勇

審判員　　　　パウロ　　　浅井　正　　（名古屋）

審判員　　　　マリア　　　松浦　順子　（東京）

（５名の署名と捺印がされています）

以上をもって審判廷を終了します。
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